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江
戸
時
代
の
年
貢
の

徴
収
割
合
を
表
す
「
五

公
五
民
」
。
農
民
が
収

穫
し
た
米
の
５
割
を
年

貢
と
し
て
領
主
に
収
め

る
も
の
だ
。
当
時
の
農

民
生
活
は
「
三
公
七

民
」
で
か
ろ
う
じ
て
成

り
立
っ
て
い
た
。
「
五

公
五
民
」
の
導
入
に
よ

り
、
よ
り
生
活
が
厳
し

く
な
り
一
揆
が
激
し
く

な
っ
た
と
い
う
▼
財

務
省
に
よ
る
と
、
今
年

度
の
国
民
負
担
率
は
、

46
・
２
ポ
イ
ン
ト
と
な

る
見
込
み
だ
。
給
与
か

ら
社
会
保
険
料
や
税
金

が
天
引
き
さ
れ
、
消
費

税
な
ど
も
加
味
す
る
と

家
計
の
負
担
率
が
約
５

割
に
な
る
。
現
代
も
実

感
は
「
五
公
五
民
」
だ

▼
も
っ
と
も
国
民
負

担
は
医
療
、
年
金
、
介

護
と
い
っ
た
給
付
の
財

源
に
な
っ
て
お
り
、
江

戸
時
代
と
は
異
な
る
と

い
う
意
見
も
あ
る
。
し

か
し
、
単
に
給
付
が
あ

る
と
い
う
だ
け
で
は
意

味
が
な
い
。
ま
た
、
税

金
の
使
い
方
も
同
じ

だ
。
負
担
し
て
い
る
国

民
が
満
足
の
い
く
も
の

で
あ
る
べ
き
だ
▼
徳

川
吉
宗
は
、
年
貢
を
強

化
し
た
だ
け
で
な
く
、

目
安
箱
を
設
置
し
、
庶

民
の
声
を
政
治
に
反
映

さ
せ
て
き
た
。
現
代
は

ど
う
か
。
声
な
き
声
を

国
へ
届
け
、
国
民
の
生

活
を
よ
り
よ
く
し
て
い

く
こ
と
も
労
働
組
合
の

使
命
だ
（
Ｋ
）

日時：2025年６月21（土）13時半～16時

場所：自治体福祉センター4階会議室

（千葉市中央区長洲1-10-8）

内容：

（1)全体会（13時半～16時）※Webあり

①講演「基礎から学ぶ自治体財政のしくみと

課題」講師 内山正徳さん（神奈川自治体問

題研究所・自治体問題研究所理事）

②討論（グループ＆全体）

申込：県本部または各組合まで

主催：自治労連千葉県本部

日時：2025年５月31日（土）9時50分～16時

場所：千葉市民会館（千葉市中央区要町1-1）

内容：

（1)全体会10時～12時（特別会議室２）

シンポジウム「住み続けられるまちづくりの

ために」

（2)分科会13時～16時

（第１～第３会議室）

●第１分科会 医療・介護・福祉

●第２分科会 教育・子育て

●第３分科会 地域づくり

費用：組合員は無料

申込：県本部または各組合まで

主催：千葉県自治体問題研究所

千葉県地方自治セミナー

第51回千葉県自治体学校

2025年働くみんなの要求・職場アンケート 集計結果

働
く
み
ん
な
の
要
求
・
職
場
ア
ン
ケ
ー
ト
に

は
、
こ
れ
ま
で
に
16
単
組
の
３
２
１
３
人
か
ら

回
答
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
ご
協
力
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
概
要
を
報
告
し
ま
す
。

生
活
実
感
に
つ
い
て
は

「
か
な
り
苦
し
い
」
が
11

・
７
％
と
こ
の
５
年
間
で

最
多
に
な
り
ま
し
た
。

「
あ
と
い
く
ら
必
要
か
」

で
は
５
万
円
が
32
・
７
％

と
多
い
で
す
が
、
６
万
円

以
上
が
26
・
６
％
と
こ
の

５
年
間
で
は
一
番
多
く
な

り
、
賃
上
げ
要
求
の
水
準

が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

生
活
実
感

半
数
が
苦
し
い

「
職
場
の
人
員
」
（
右

図
）
は
、
「
人
員
が
足
り

な
い
」
が
毎
年
70
％
を
超

え
て
い
ま
す
。
こ
の
結
果

か
ら
も
慢
性
的
な
人
員
不

足
は
明
ら
か
で
す
。

「
仕
事
を
辞
め
た
い
と

思
う
こ
と
は
」
（
左
図
）

の
設
問
は
24
年
か
ら
始
ま

っ
た
も
の
で
す
が
、
「
い

人
員足

り
な
い
が
70
％

実
現
し
た
い
こ
と

１
位
賃
金

・
一
時
金
の
引
上
げ

「
職
場
で
最
も
実
現
し

た
い
こ
と
は
」
の
設
問
で

「
カ
ス
ハ
ラ
を
受
け
た

こ
と
が
あ
る
か
」
の
問
い

に
、
1
回
だ
け
を
含
め
51

・
３
％
の
方
が
「
あ
る
」

と
回
答
し
ま
し
た
。

カ
ス
ハ
ラ
被
害
を
受
け

た
方
の
う
ち
「
相
談
し

た
」
が
47
・
４
％
と
半
数

以
下
で
、
「
相
談
せ
ず
我

慢
し
た
」
は
３
０
５
人
で

18
．
1
％
も
い
ま
し
た
。

「
相
談
窓
口
は
設
置
さ

れ
て
い
る
か
」
の
問
い
に

「
わ
か
ら
な
い
」
が
57
・

９
％
で
一
番
多
く
「
設
置

さ
れ
て
い
る
」
は
23
・
６

％
に
留
ま
り
ま
し
た
。
窓

口
設
置
や
窓
口
の
周
知
を

徹
底
す
る
重
要
性
が
明
ら

か
に
な
り
ま
し
た
。

カ
ス
ハ
ラ
被
害
経
験

頻
繁
・
時
々
46
％

被
害
内
容

侮
蔑
・
大
声
で

威
圧
が
４
割
超

求
な
ど
、
よ
り
悪
質
な
被

害
も
あ
り
ま
し
た
。

つ
も
思
う
」
が
両
年
と
も

13
％
台
に
な
っ
て
い
ま

す
。
「
時
々
思
う
」
は
約

32
％
で
、
引
き
続
き
職
場

環
境
の
改
善
が
必
要
で

す
。

「
人
員
配
置
・

人

事

異

動

改

善
」
「
両
立
支

援
の
充
実
」
が

毎
年
上
位
に
来

て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
は
、

組
合
が
要
求
し

て
い
る
も
の
で

す
。
組
合
の
交

渉
で
実
現
さ
せ

て
い
き
ま
し
ょ

う
。

政
府
に
対
す
る
要
求
で
は
、

今
回
も
「
医
療
・
介
護
・
保
育

・
子
育
て
」
が
一
番
多
く
な
り

ま
し
た
。
２
位
の
「
最
賃
引
き

上
げ
、
均
等
待
遇
」
と
３
位
の

「
景
気
・
物
価
対
策
」
は
、
23

年
か
ら
急
増
し
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
こ
の
２
年
間
の
物
価
高
騰

の
表
れ
と
思
わ
れ
ま
す
。

組
合
と
し
て
、
安
心
し
て
働

け
る
よ
う
に
、
自
治
体
当
局
に

大
幅
賃
上
げ
を
求
め
る
と
と
も

に
、
最
低
賃
金
引
き
上
げ
、
社

会
保
障
の
充
実
な
ど
の
運
動
を

更
に
進
め
る
こ
と
が
重
要
と
な

っ
て
い
ま
す
。

な

長

時

間

拘

束
」
で
、
被
害

者
比
率
で
46
・

４
％
「
執
拗
な

上
司
へ
の
面
会

要
求
」
「
執
拗

な
相
談
窓
口
へ

の
苦
情
」
の
順

で
、
20
％
を
超

え
て
い
ま
す
。

暴
行
、
金
銭
要

政
府
要
求

一
位
は
医
療
・
介
護
・
保
育
・
子
育
て
。

最
賃
引
き
上
げ
均
等
待
遇
と
、
景
気
物
価
対
策
が
急
増

職場の要求はこれだ

は
、
「
賃
金
・
一
時
金
引

き
上
げ
」
が
毎
年
一
番
多

い
で
す
が
、
23
年
か
ら
10

％
近
く
増
え
て
お
り
、
物

価
上
昇
の
影
響
が
反
映
さ

れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま

す
。
「
人
員
を
増
や
す
」

は
毎
年
50
％
前
後
で
、
こ

こ
で
も
人
員
増
が
切
実
な

要
求
で
あ
る
こ
と
が
わ
か

り
ま
す
。
そ
の
ほ
か
、

「
年
休
取
得
促
進
、
年
休

増
」
「
業
務
量
削
減
」

カ
ス
ハ
ラ
被
害
の
内
容

は
、
左
図
の
通
り
「
侮
辱

・
大
声
で
威
圧
」
が
一
番

多
く
、
被
害
者
の
76
・
４

％
で
し
た
。
次
が
「
執
拗

相
談
窓
口
が
わ
か
ら

な
い
が
57
・
９
％

いすみ市長が登壇

なぜ自治体に

お金がないの？

半数超が「カスハラを受けた」

回答者数
3,112人

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）

回答者数
1,684人

回答者数
3,112人

賃金・一時金引き上げ、人員増、年休取得促進・年休増など


